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【判決】2005年，最高裁は，在外邦人の選挙
権について，国会が長期にわたって立法措置を
とらなかったことで正当な理由なく選挙権の行
使を制限したとして，国家賠償請求を認めまし
た。この判例は，選挙人の資格を定めた憲法第
44条とも関連します。

成年被後見人の選挙権制限

【訴訟】ダウン症で知的障がいをもつ女性が，
従来は選挙で投票していましたが，父親を後見
人として成年被後見人となったところ，公職選
挙法11条１項①により選挙権を失いました。
そこで，この規定は，選挙権の保障を定めた憲
法第15条に違反し無効であるとして，国を相
手に，原告が衆参の議員選挙で投票できる地位
にあることの確認を求めました。

【判決】2013年，東京地裁は，選挙権は「や
むを得ない」と認められる事由がない限り制限
できず，後見人が必要かどうかは「財産管理の
能力」で判断され，「選挙権行使の能力」とは
異なるため，成年被後見人は選挙権を有しない
とした公職選挙法第11条１項①は，憲法に違
反し無効としました。この判例は，選挙人の資
格を定めた憲法第44条，法の下の平等を定め
た憲法第14条とも関連します。

定住外国人地方参政権訴訟

【訴訟】日本生まれで永住資格をもつ在日韓国
人が，地方公共団体の選挙での参政権を求めた
が，認められずに起こした訴訟。

【判決】1995年，最高裁は「憲法は定住外国
人の地方参政権を付与することは禁止しておら
ず，定住外国人に地方参政権をあたえるかどう
かは国の立法政策に関わる事柄」としました。

法の下の平等 参政権・選挙

衆議院議員定数配分規定

【訴訟】1972年総選挙時の1票の4.99倍の格
差，1983年総選挙時の4.40倍の格差は投票価
値の平等に反するとして争われました。

【判決】最高裁は，1976年と1985年に，公職
選挙法の定数配分規定は違憲だが，選挙自体は
有効としました（事情判決）。判決後，定数の
是正が行われました。この判例は，公務員の選
定権を定めた憲法第15条，選挙人の資格を定
めた憲法第44条とも関連します。

在外邦人選挙権制限

【訴訟】1996年の衆議院議員選挙の際，海外に
居住していた日本人が，選挙権を行使できない
のは違憲・違法だとして，慰謝料を求めた訴訟。




